
デザイン思考による業務改善と組織変革：

現場視点からの課題発見と解決策の創出 

 

はじめに 

デザイン思考が業務の改善や組織を変革するための手法として注目されている中、企業の

現場における具体的な活用方法とその効果に関心が高まっている。従来の業務改善策が効

率化やルール遵守を重視する一方で、デザイン思考は顧客や従業員の体験を起点とした課

題発見と創造的な解決策の創出に焦点を当てる。これにより、単なる業務効率化を超えた価

値創出や組織文化の変革が期待されている。しかし、その導入には現場の理解と実践的な工

夫が不可欠であり、単なる理論にとどまらず具体的なプロセスを通じた検討が求められる。

本論文では、こうした観点からデザイン思考の有効性と課題について考察を深める。 

 

研究の背景と目的 

企業を取り巻く経営環境が急速に変化する中、従来型の業務改善策や改革手法では十分に

対応しきれない状況が生じている。多様化する顧客ニーズや働き方改革の進展など、企業は

柔軟かつ創造的な対応を迫られている。このような背景のもと、デザイン思考が現場の課題

発見と解決にどのように寄与し得るのかを明らかにすることが、本研究の主要な目的とな

る。特に、企業文化の変革や業務改善に資する具体的なプロセスや事例を検証し、現場視点

からの導入条件と成功要因を探求する。 

 

このような目的を踏まえ、次節では本論文の構成と検討方法について概観する。 

 

本論文の構成と方法 

本論文は、デザイン思考が企業に与える影響を多面的に検討するため、複数の視点から構成

される。まず、デザイン思考の基本概念とその進化を確認し、次に関連する理論的基盤や他

手法との比較を通じて特徴を理解する。そこから、業務改善や組織文化の変革、人材育成な

ど具体的な実践面に焦点を当てる。また、中小企業における適用可能性や導入事例を分析し、

成功要因と課題を抽出する。これらの検討を通じて、デザイン思考が、手法のみならず、企

業文化改革の戦略としていかに機能し得るのかを考察する。 



 

この論文の検討は、経済産業省「デザイン経営宣言」や中小企業白書、総務省「働き方改革」

など国が公表する信頼できる資料を基礎とし、引用に頼らず意味を保持した上でオリジナ

ルに再構成する方針で進める。 

 

デザイン思考の概念と進化 

これまでの論理的・分析的アプローチとは別の考え方として、さまざまな組織から注目を集

めている。顧客や現場目線で考え、観察と共感から課題を定め、新たな考えにより解決して

いく手法である。特に変化の激しい経営環境下では、既存の枠組みに囚われない柔軟な思考

が求められるため、より重要になってきている。本章では、その定義と特徴、さらに歴史的

な背景と企業での普及過程を検討する。 

 

デザイン思考の定義と特徴 

ユーザーが抱える要求・課題を把握し、その洞察を基に革新的な解決策を導き出すための手

法である。このアプローチは、観察・共感・問題定義・アイデア創出・試作・検証というプ

ロセスを経ることが特徴であり、直感的思考と分析的思考を統合して進められる。従来型の

トップダウン式の指示命令系統では見落とされがちな現場の声や利用者目線を大切にし、

課題を見つける段階から解決策を出すのが特徴である。また、ただの新たな考えとしてだけ

でなく、実際のプロトタイピングや検証を重ねることで、具体的な成果につなげる仕組みを

備えている。これにより、机上の空論ではなく、実際に機能する改善策や新たな製品・サー

ビスを生み出すことが可能となる。 

 

このように、デザイン思考は現場からの課題発見と創造的解決策の導出を体系化した手法

であり、次節ではその発展の経緯と企業での広がりについて検討する。 

 

歴史的背景と企業での普及経緯 

デザイン思考の源流は、20 世紀後半の工業デザインや建築設計の分野にさかのぼる。利用

者のニーズを中心に据えた設計思想として発展し、やがて製品開発やサービス設計の分野

へと応用が拡大していった。特に 2000 年代に入ると、グローバルな競争環境が激化する中

で、革新性とユーザー視点を両立させる手法として脚光を浴びるようになった。企業経営に

おいては、経済産業省が推進する「デザイン経営」の枠組みの中で、デザイン思考が経営戦

略の一部として位置付けられたことが大きな転機となる。これにより、単なる製品開発手法

から組織全体の価値創出戦略としての認識が広がり、経営層から現場まで一体的に取り組



む動きが加速した。例えば、特許庁が進めるデザイン経営の推進では、デザイン思考のプロ

セスが企業競争力強化の中核として位置づけられている。 

 

さらに、中小企業においてもデザイン思考の導入が進められ、多様な顧客ニーズに応じた製

品やサービスの開発が実現されつつある。中小企業白書でも、デザイン思考を活用した新事

業創出の事例が紹介されており、資源が限られた環境下でも創造的な取り組みが可能であ

ることが示されている。 

 

こうした背景を踏まえ、次章ではデザイン思考が理論的にどのような基盤を持ち、他の手法

とどのように異なるのかについて検討を深める。 

 

デザイン思考の理論的基盤と関連概念 

デザイン思考は単なる発想法ではなく、深い理論的基盤の上に構築された体系的なアプロ

ーチである。現場での課題発見から解決策の創出に至るまで、一貫した思想と方法論を持ち

合わせており、他の問題解決手法と比較しながらその特徴を理解することが不可欠である。

本章では、まずデザイン思考が人間中心設計とどのように関係しているかを考察し、次にシ

ステム思考やリーン手法との違いを検討する。 

 

人間中心設計との関係性 

利用者の視点を重視した設計思想として広く認知され、ISO9241-210 においても定義され

ており、製品やシステムの開発に際し、利用者の要求や期待を最優先に考慮することを基本

としている。デザイン思考もまた、利用者への深い共感を出発点とし、観察やインタビュー

を通じて課題を発見する点で共通している。しかしながら、両者にはアプローチの範囲と目

的に違いが存在する。人間中心設計は主に製品やサービスの使いやすさや有効性を向上さ

せることを目的としているのに対し、デザイン思考は組織課題の解決や新規事業の創出な

ど、より広範な領域を対象とする。例えば、総務省が推進する働き方改革においては、従業

員の働きやすさを向上させる視点から人間中心設計の考え方となっている一方で、デザイ

ン思考は業務プロセス全体の改革や組織文化の変革を志向して活用されている。 

 

さらに、デザイン思考は課題発見から解決策の創出に至るまでのプロセス全体を重視する。

観察によるインサイトの獲得、共感による深い理解、プロトタイピングによる実践的な検証

という一連の流れが、人間中心設計よりも一層ダイナミックな実践を可能にしている。この

点において、デザイン思考は人間中心設計を包含しつつ、それを超えるアプローチとして位

置付けることができる。 



 

こうした視点から、次節ではデザイン思考が他の問題解決手法、特にシステム思考やリーン

手法とどのように異なるのかを探る。 

 

システム思考やリーン手法との比較 

システム思考は、複雑な問題を要素ごとに分解せず、相互に関連する全体の構造として捉え

る手法である。問題の背後にある原因を深く探ることにより、部分最適ではなく全体最適を

目指す点が特徴である。デザイン思考もまた、利用者や現場の視点に立ちながら課題の構造

を可視化することを重視しているが、システム思考が理論的なフレームワークに依存する

のに対し、デザイン思考は直感的で創造的なアプローチを取り入れている点が異なる。一方、

リーン手法は効率的な価値提供を目指す改善手法として認知されている。目的が必要のな

い工程を無くし、顧客価値をできるだけ大きくすることとしている点で、デザイン思考と共

通する部分も存在する。例えば、中小企業庁が紹介する事例では、製品開発における無駄を

省きながらも顧客ニーズに即した改善が図られており、リーン手法とデザイン思考の融合

が示されている。 

 

しかしながら、リーン手法が既知の課題を効率的に解決することに重点を置くのに対し、デ

ザイン思考は未知の課題を発見し、新たな価値を創出することに重きを置く。この違いは、

業務改善の現場で大きな意味を持つ。具体的には、リーン手法が効率性の追求に焦点を当て

るのに対し、デザイン思考は利用者体験を出発点としたイノベーション創出に力点を置い

ている。 

 

業務改善におけるデザイン思考の活用 

業務改善の目的は従来、業務の効率化や標準化に重きが置かれてきた。しかし、顧客ニーズ

の多様化や市場環境の変化が加速する中で、既存の枠組みでは十分に対応できなくなって

いる。こうした状況において、現場視点から課題を掘り起こし、創造的な解決策を導き出す

デザイン思考の有効性が高まっている。本章では、まず業務プロセスの可視化と問題発見の

手法を検討し、次に創造的アプローチによる改善策の立案について考察する。 

 

業務プロセスの可視化と問題発見 

業務改善の第一歩は、現行の業務プロセスを可視化し、潜在的な課題を洗い出すことである。

従来の業務分析が時間やコストに焦点を当てるのに対し、デザイン思考では利用者や現場

担当者の視点からプロセスを再評価する。ここでは、業務の流れを可視化するだけでなく、



現場で感じられている違和感や非効率の要因を明らかにすることが重視される。 

 

現場視点でのプロセス可視化 

総務省が提唱する働き方改革でも、現場の声を反映した業務の見直しが重要視されている。

業務フローの図式化に加え、従業員へのヒアリングや現場観察を通じて、実際の業務遂行に

おける障害や手間を可視化することで、机上の分析では見落とされる課題を把握できる。 

 

潜在的課題の抽出と整理 

プロセスの可視化によって見えてきたのは、業務フローの中に潜む非効率や重複作業の存

在である。中小企業白書でも指摘されているように、現場の暗黙知として存在していた課題

を言語化し、整理することで、改善すべきポイントが明確になる。この段階で課題を正しく

把握することが、後の改善策立案に向けた重要な基盤となる。 

 

創造的アプローチによる改善策の立案 

課題が明らかになった後は、これを解決するための創造的な改善策を立案する段階へと進

む。デザイン思考では、固定観念にとらわれず多様な視点からアイデアを生み出すことが重

視される。従業員の主体的な関与と、組織横断的な視点を取り入れることで、従来の枠を超

えた発想が促進される。 

 

アイデア創出の手法 

ブレインストーミングやワークショップといった手法を活用し、多様な意見を収集するこ

とが効果的である。経済産業省が示す「未来の教室と EdTech 研究会報告書」においても、

自由な発想を促す場づくりの重要性が強調されている。批判を排除した発想の場を設ける

ことで、革新的な改善案が生まれる可能性が高まる。 

 

多様な視点の活用 

異なる部門や立場からの意見を積極的に取り入れることで、課題への多角的なアプローチ

が可能となる。特許庁が推進するデザイン経営でも、多様性のあるチームが新しい価値を生

み出す原動力として評価されている。部門を越えた協働は、視野を広げると同時に、実践的

で実効性の高い改善策の策定につながる。 

 

このように、デザイン思考を活用した業務改善は、単なる効率化にとどまらず、現場の創造

性を引き出すプロセスとして機能する。次章では、さらに踏み込んでデザイン思考が組織文

化に与える変革効果を考察する。 

 



デザイン思考による組織文化の変革 

デザイン思考は単なる業務改善の手法にとどまらず、企業文化そのものを変革する力を持

つ。これまでの日本企業では、効率性や規律重視の文化が根付いてきたが、急速な環境変化

と多様化する社会に対応するには、柔軟性と創造性が求められる。デザイン思考は、現場の

声を反映しながら実践的に課題を解決することを通じて、組織文化を変える契機となる。本

章では、まず心理的安全性と失敗許容の文化形成について考察し、次に多様性と包摂性の促

進に焦点を当てる。 

 

心理的安全性と失敗許容の文化形成 

従来の組織文化では、上下関係や失敗を恐れる風潮が強く、現場からの課題提起が抑制され

る傾向にあった。しかしデザイン思考では、試作と検証を重ねながら仮説を実証するプロセ

スが重視されるため、失敗を恐れず挑戦する文化の醸成が欠かせない。こうした文化を醸成

する上で重要なのが、心理的安全性の確保と失敗を許容する組織風土の整備である。これら

の要素について、具体的に考察を進める。 

 

心理的安全性の向上と挑戦の促進 

経済産業省が提唱するデザイン経営では、心理的安全性の確保がイノベーション創出の前

提条件として強調されている。従業員が安心して意見を述べられる環境を整えることによ

り、組織全体で挑戦を歓迎する雰囲気が醸成される。これが新しいアイデアの創出や課題発

見の活発化につながる。 

 

失敗を受容する文化の定着 

デザイン思考においては、失敗から学ぶ姿勢が不可欠である。特許庁が報告するデザイン経

営の実践例でも、試作と検証の過程で得られる失敗経験が組織の学習機会として活用され

ている。失敗を成長の一部として捉える文化が根付くことで、従業員は安心して新しい挑戦

に取り組めるようになる。 

 

多様性と包摂性の促進 

デザイン思考のもう一つの重要な側面は、多様性と包摂性の重視である。異なる価値観や経

験を持つ人々が集まり、互いに尊重しながら意見を交わすことで、豊かな発想が生まれる。

多様性と包摂性を促進することが、組織にどのような効果をもたらすのかを具体的に検討

する。 

 



多様な視点の融合と創造性の向上 

内閣府のイノベーション政策では、多様性を重視した組織づくりが革新力を高める要素と

されている。異なるバックグラウンドを持つ人材が協働することで、多角的な視点から課題

にアプローチでき、より創造的な解決策が導き出される。 

 

包摂的な文化による組織活性化 

多様な意見を受け入れる組織文化は、従業員のエンゲージメントを高める。中小企業庁の事

例でも、異なる立場や視点を持つ人材が活躍することで、チーム全体の活力が向上し、組織

の一体感が強まったことが示されている。包摂的な文化は、多様性のある組織運営を支える

基盤となる。 

 

現場視点から見る課題発見のプロセス 

デザイン思考が現場で実効性を発揮するためには、実際に働く人々の視点から課題を発見

し、改善の糸口を探ることが不可欠である。現場には、経営層では捉えきれない細かな課題

や改善のヒントが多く潜んでいるが、それらは日常の中に埋もれがちである。デザイン思考

では、観察と対話を通じて現場の声を拾い上げ、潜在的な問題を明らかにしていく。本章で

は、まず顧客接点での課題抽出について検討し、次にチーム内コミュニケーションを通じた

気づきに焦点を当てる。 

 

顧客接点での課題抽出 

企業活動において顧客接点は、サービスや製品が実際に利用者に届く重要な場面であり、最

も多くの課題が顕在化する領域である。デザイン思考では、この顧客接点における体験を詳

細に観察し、利用者が直面する不便や期待に満たない部分を掘り起こすことから始まる。例

えば、経済産業省が示すデザイン経営の考え方では、顧客の暗黙的なニーズを把握するため

の深い観察が推奨されている。単にアンケート調査などの定量データに頼るのではなく、現

場での利用シーンを観察し、顧客の行動や感情の動きを読み取ることが重要とされている。

このようなアプローチによって、利用者自身も気づいていない潜在的な課題を発見できる。 

 

さらに、顧客との対話を通じて直接的なフィードバックを得ることも効果的である。利用者

の声を現場で吸い上げる仕組みを構築し、製品やサービスの改善に生かすことが求められ

る。中小企業白書でも、顧客接点での課題把握が新たなビジネス機会の発見につながること

が指摘されており、現場の従業員が顧客と積極的にコミュニケーションを図ることの重要

性が強調されている。こうして顧客接点での課題を把握することができれば、次に重要とな

るのは社内のチーム間で情報を共有し、課題解決に向けた具体的なアクションを生み出す



ことである。次節では、チーム内コミュニケーションを通じてどのように課題を共有し、新

たな気づきを得るのかを検討する。 

 

チーム内コミュニケーションを通じた気づき 

顧客接点で得られた課題認識を実効性のある改善策に昇華させるためには、チーム内での

密なコミュニケーションが不可欠である。デザイン思考では、メンバー間の積極的な情報共

有と共同作業を通じて、多様な視点から課題を再定義し、解決策を模索するプロセスが重視

される。総務省が推進する働き方改革の一環として、チーム内コミュニケーションの活性化

が業務改善に寄与することが示されている。日々の業務に追われる中で、個々の従業員が抱

える課題や気づきは埋もれがちであるが、定期的なミーティングやワークショップを開催

することで、こうした情報を組織内で共有することが可能となる。 

 

また、チーム内でのコミュニケーションを促進することは、心理的安全性の向上にもつなが

る。意見交換が活発になることで、メンバーは自らの考えや懸念を自由に表明できるように

なり、課題発見の精度が高まる。特許庁が紹介するデザイン経営の実践例でも、チーム内で

の意見交換を活発化させることが新たなアイデアの創出につながったことが報告されてい

る。さらに、異なる専門性を持つメンバーが協働することで、課題に対する理解が深化する。

営業部門、製造部門、企画部門など異なる立場からの視点を持ち寄ることで、課題の本質を

多面的に捉え、より効果的な解決策を導き出すことが可能となる。 

 

このように、チーム内コミュニケーションは顧客接点で得られた課題を共有し、新たな気づ

きを得るための重要な手段である。次章では、こうした課題認識をもとに創造的な発想を生

かして解決策を創出するプロセスについて検討を深める。 

 

創造的発想と試作による解決策の創出 

デザイン思考の核となるのは、現場から抽出した課題を出発点に、創造的な発想を重ねて具

体的な解決策を導き出す過程である。単なるアイデアにとどまらず、試作と検証を通じて実

践的なソリューションへと昇華させることで、業務を改善したり、組織を変革したりといっ

たことが現実的なものとなる。本章では、アイデアを創出するための方法を検討し、そこか

らプロトタイピングによる仮説検証の実践について考察する。 

 

アイデア創出のための具体的方法 

創造的な解決策を導き出すためには、固定観念を排除し、多様な視点から柔軟にアイデアを



考案することが欠かせない。デザイン思考では、自由な発想と多様な意見の融合が新しい価

値創造の原動力となる。ここでは、アイデアを生み出す具体的な手法と、さまざまな視点か

らの意見が重要になる意義を考察する。 

 

発想法としてのブレインストーミングとスキャムパー 

経済産業省の「未来の教室と EdTech 研究会報告書」にも記されているように、アイデア創

出の場では自由度の高い発想を促すことが求められる。ブレインストーミングは批判を排

除しながら量産的にアイデアを生む手法であり、質より量を優先する段階で効果的である。

また、スキャムパー（SCAMPER）は既存のアイデアを発展させる視点として有効であり、

置き換えや組み合わせなどの視点から新しい可能性を探る方法として活用されている。 

 

多様な視点の融合による発想の広がり 

内閣府のイノベーション政策でも、多様性の尊重が革新力の向上につながるとされている。

異なるバックグラウンドを持つ人材が集まり、視点を交差させることで、固定観念を超えた

発想が生まれる。部門横断型のチームを組成し、さまざまな立場や専門性からアイデアを出

し合うことが、新しい解決策を創造する鍵となる。 

 

プロトタイピングによる仮説検証の実践 

創出したアイデアを実際の業務やサービスに適用可能かを検証する段階で効率的な手法で

ある。早い段階で具体的な試作品や業務モデルを作成し、現場や顧客からフィードバックを

得ることで、実現性を高める。ここでは、迅速な試作と関係者の巻き込みによる検証の進め

方を考察する。 

 

迅速な試作とフィードバックの活用 

独立行政法人情報処理推進機構（IPA）のガイドでは、プロトタイピングによる早期検証が

失敗から学ぶ機会を提供することが強調されている。仮説を早く検証し、失敗を恐れずに改

善を繰り返すことで、完成度の高い解決策に近づくことができる。試作は簡易なもので構わ

ず、フィードバックを重ねるサイクルが重要である。 

 

関係者の参加と納得感の形成 

中小企業庁がまとめた事例でも、現場従業員や顧客がプロトタイピングに積極的に関与す

ることが成功の鍵とされている。関係者の声を反映した試作物は、改善の具体性と納得感を

高める効果がある。さまざまな意見を聞きながら進めていくことで、最終的な実装時の抵抗

感を減らし、導入のスムーズ化が図られる。 

 



デザイン思考の導入事例分析 

理論や手法として知られるだけでなく、どのように実際の現場で取り入れられ、成果を上げ

ているのかが、価値を測定する上で欠かせない。業務の改善や組織の文化を改革した具体的

な事例に対し分析を行うことによって、デザイン思考が持っている実効性と課題が見えて

くる。本章では、まず業務効率化に成功した企業の事例を検討し、次に組織風土改革を実現

した取り組みを考察する。 

 

業務効率化に成功した企業の事例 

デザイン思考を導入して業務効率化を実現した企業の事例としては、製造業やサービス業

など多様な業種において成果が報告されている。例えば、中小企業庁が取りまとめた成功事

例の中では、これまでの業務を見直し、顧客視点で業務フローを再設計したことで、生産性

の向上と顧客満足度の同時達成に成功した企業が紹介されている。この企業では、まず顧客

の体験に対し細かく分析を行い、満足していないことの要素を洗い出した。その上で、顧客

接点に立つ従業員の視点を反映しながら、手作業が多く煩雑だった業務プロセスを再構築

した。具体的には、予約システムの改善や情報共有ツールの導入など、現場の実態に即した

工夫を重ねることで、業務負担の軽減と対応速度の向上を実現した。 

 

さらに、改善プロセスの中でプロトタイピングを積極的に活用し、仮説検証を繰り返し行っ

た点が成功の要因となっている。初期段階で小規模なテストを行い、従業員と顧客からのフ

ィードバックを基に改善策をブラッシュアップしていくアプローチは、デザイン思考の基

本に忠実であり、実践的な成果につながった。 

 

このように、デザイン思考を取り入れることで業務効率化と顧客満足度向上の両立を達成

した事例は、他の企業にとっても参考となる。次節では、組織風土の改革に焦点を当て、デ

ザイン思考がどのように文化的変革を促したのかを考察する。 

 

組織風土改革を実現した取り組み 

デザイン思考は業務プロセスの改善だけでなく、企業文化そのものを変革する力を持つ。

「デザイン経営宣言」でも、企業文化改革がイノベーションの土壌であることが強調されて

おり、デザイン思考の導入が文化的変革を促す有効な手段として注目されている。ある企業

では、従来の上下関係が強い風土の中で、従業員の自由な発想や意見表明が抑制されていた。

そこでデザイン思考を導入し、アイデア創出のためのワークショップや意見交換の場を積

極的に設けることで、従業員の心理的安全性を高めた。経営層もこの取り組みに参加し、自



らも学ぶ姿勢を示すことで、組織全体に変化が波及した。 

 

特に注目すべきは、失敗を恐れずに挑戦する文化が醸成された点である。試作と検証のプロ

セスを通じて、失敗が成長の一部として受け入れられるようになり、従業員が積極的に新し

い提案を行うようになった。これにより、組織全体の活力が高まり、新規事業の創出や業務

改善のスピードが加速した。さらに、多様性を尊重する文化が根付いたことも成果の一つで

ある。異なる専門性や価値観を持つ人材が協働することで、課題を解決するためのさまざま

な視点が生まれ、組織としての柔軟性が向上した。内閣府が掲げるイノベーション政策の中

でも、多様性が創造的な発想を支える要素として重視されており、この企業の事例はその有

効性を裏付けるものである。 

 

以上のように、デザイン思考は業務効率化のみならず、組織文化を変えることにも貢献する

ことが分かる。次章では、これらの事例を踏まえた上で、デザイン思考導入に伴う課題と成

功要因について考察を深める。 

 

導入に伴う課題と成功要因の考察 

デザイン思考は多くの企業で業務改善や文化改革の手法として注目されているが、実際に

導入する過程では多様な課題が伴う。理論としては魅力的である一方で、組織の慣習や既存

の体制とのギャップが障壁となり、成果に結びつかないケースも少なくない。本章では、ま

ず導入過程での障壁とその克服策について考察し、続いてデザイン思考を定着化させる上

でのリーダーシップの役割を検討する。 

 

導入過程での障壁と克服策 

デザイン思考を導入する際に直面する障壁は多岐にわたるが、特に顕著なのが組織文化と

の摩擦である。従来型の管理文化では、手順やルールが重視され、創造的な発想や失敗の許

容が敬遠されがちである。このような環境では、デザイン思考が求める自由で柔軟な発想が

難しくなる。 

 

組織文化との摩擦 

中小企業庁がまとめた現場の声では、トップダウン型の意思決定が主流となっている組織

では、現場からのアイデア提案が軽視される傾向が強いことが指摘されている。こうした文

化の中では、現場主体の課題発見や解決策の提案が停滞し、デザイン思考のメリットが発揮

されにくい。これを克服するためには、経営層が積極的にデザイン思考の理念を理解し、現

場の挑戦を支援する姿勢を明確にする必要がある。 



 

リソース不足と時間的制約 

デザイン思考は短期的な成果を求める従来の改善活動とは異なり、観察や試作を繰り返し

ながら最適解を模索するプロセスが必要となる。これには一定の時間と人的リソースを要

するが、多くの企業では日常業務の忙しさから十分なリソースを確保できないのが実情で

ある。総務省が働き方改革で示すように、業務効率化によって時間的余裕を生み出し、イノ

ベーション創出に充てる時間を確保することが課題解決の一助となる。 

 

克服策としての段階的導入 

導入障壁を乗り越えるためには、一度にすべてを変えようとするのではなく、段階的に取り

組むことが有効である。まずは限定的なプロジェクトでデザイン思考を試行し、成功体験を

積み重ねることで、徐々に組織全体へと展開する方法が現実的である。経済産業省が推奨す

る「スモールスタート」の考え方がこれに該当し、リスクを抑えながらデザイン思考を根付

かせることが可能となる。 

 

こうした障壁を乗り越え、デザイン思考を組織に定着させるためには、リーダーシップの果

たす役割が極めて重要である。次節では、その具体的な機能と効果について検討を深める。 

 

定着化に向けたリーダーシップの役割 

デザイン思考の定着には、単なる手法導入を超えた組織変革が必要となる。その中心に位置

するのが、経営層やミドルマネジメントのリーダーシップである。リーダーが率先してデザ

イン思考を実践し、その価値を組織全体に浸透させることが成功の鍵を握る。 

 

ビジョンの共有と文化の醸成 

リーダーシップの第一の役割は、デザイン思考を企業のビジョンや戦略に結びつけること

である。「デザイン経営宣言」でも、デザインが重要であることを経営層が知り、戦略的に

活用する姿勢を示すことが企業競争力向上に寄与するとされている。ビジョンが明確に共

有されることで、従業員は自らの取り組みが組織全体の目標に直結していることを認識し、

積極的に行動を起こすようになる。 

 

現場支援と障害除去 

リーダーシップはまた、現場でデザイン思考を実践する従業員を支援し、障害を取り除く役

割も担う。リソースの確保や業務調整、失敗に対する寛容な姿勢を明確に打ち出すことで、

現場が安心して挑戦できる環境が整う。特許庁が報告するデザイン経営実践事例において

も、経営層の積極的な支援が従業員の創造性を引き出す要因となったことが示されている。 



 

学習文化の促進 

最後に、リーダーは組織内に学習文化を根付かせることが求められる。デザイン思考では試

作と検証を繰り返す中で学びを得るプロセスが重視されるが、その成果や失敗から得た知

見を組織全体で共有し、次の挑戦に生かす仕組みを構築することが重要である。内閣府が提

示するイノベーション政策においても、失敗を恐れず挑戦し続ける文化の重要性が強調さ

れている。 

 

以上のように、デザイン思考の導入には多くの障壁が存在するが、リーダーシップが果たす

役割を正しく理解し、戦略的に取り組むことで、これらの課題を乗り越え定着化を図ること

ができる。次章では、企業文化改革の観点から、デザイン思考がどのように企業変革を推進

し、その限界と可能性をどのように捉えるべきかを考察する。 

 

企業文化改革としてのデザイン思考の可能性と限界 

デザイン思考は業務改善や製品開発にとどまらず、企業の文化自体を変える力がある。経営

層から現場までの組織全体で、失敗を恐れず挑戦し続ける姿勢や多様性を尊重する文化を

醸成することで、持続的な成長とイノベーションを実現する。本章では、まずデザイン思考

が企業変革の推進力としてどのような意義を持つのかを検討し、次にその限界と今後の展

望について考察する。 

 

企業変革の推進力としての意義 

デザイン思考は単なる業務改善手法にとどまらず、企業文化を変えるための強力な手段と

して機能する。これまでの運営方法であるトップダウン型では、従業員の自主性や創造性が

発揮されにくい傾向にあったが、デザイン思考を取り入れることで現場主導の課題発見と

解決が進むようになる。ここでは、企業変革の推進力としてのデザイン思考の意義を多角的

に整理する。 

 

組織の柔軟性と適応力の強化 

デザイン思考を取り入れることで、組織として柔軟性を付けられ、変化への迅速な対応力を

強化する。顧客や社会のニーズが急速に変わる中で、観察と共感を重視するデザイン思考の

プロセスは、組織が環境変化を的確に捉え、柔軟に適応する力を育む。 

 

従業員エンゲージメントの向上と創造性の喚起 

デザイン思考は従業員一人ひとりの主体的な関与を促す。中小企業庁によって公表されて



いる実践事例では、現場従業員が課題解決に積極的に取り組むことで、働きがいの向上や組

織への帰属意識が高まったことが報告されている。従業員のエンゲージメントが高まるこ

とで、組織内に新たな考えが生まれ、継続的なイノベーションが生まれる土壌が形成される。 

 

限界と今後の展望 

一方で、デザイン思考にも限界が存在する。万能な手法ではなく、導入環境や組織文化によ

って成果の出方が変わってくる。形だけ思考を取り入れても、文化や制度が追いつかなけれ

ば本来の効果は発揮されない。ここでは、思考の限界と今後の展望について検討する。 

 

形骸化リスクと対策 

デザイン思考が形式化し、形骸化するリスクは無視できない。特許庁の報告にもあるように、

手法が目的化すると、創造的な発想や柔軟な検証が形だけになり、現場の主体性が損なわれ

る。これを防ぐためには、経営層が継続的に価値を訴え続けるとともに、成功体験を何度も

経験することが必要である。 

 

制度化と文化定着の必要性 

デザイン思考を持続的に機能させるためには、定着させる必要がある。内閣府のイノベーシ

ョン政策においても、イノベーションを生み出す文化の醸成が重視されている。単発的な取

り組みに終わらず、人材育成や評価制度に組み込むことで、デザイン思考が自然な行動規範

として根付くようにする必要がある。 

 

このように、デザイン思考は企業文化の変革を促す有効な手段である一方で、形骸化や定着

の難しさという課題も抱えている。 

 

デザイン思考と人材育成の関係性 

デザイン思考は組織文化の変革や業務改善だけでなく、人材育成にも深く関わる。変化の激

しい環境下で持続的に価値を創出するためには、従業員一人ひとりが創造性を発揮し、課題

を解決する能力を上げることが求められる。デザイン思考は、こうした創造的人材の育成や

キャリア形成に対して有効に機能する。本章では、まず創造的人材の育成効果を考察し、次

にスキル開発とキャリア形成への影響を検討する。 

 

創造的人材の育成効果 

デザイン思考のプロセスは、従業員に創造的な思考法を習得させるための優れた訓練機会



となる。観察や共感を通じて課題を見つけ出し、多様なアイデアを生み出しながら解決策を

模索する姿勢は、従業員の成長を促す。このような創造的人材の育成がどのように進むのか、

具体的に検討する。 

 

問題発見力の向上 

問題発見力を高めることにも、デザイン思考は有効である。従来の枠組みに囚われず、顧客

や現場の観察から本質的な課題を導き出す力は、激しく変わる環境下では欠かせない。「デ

ザイン経営宣言」でも、観察力と洞察力を磨くことが競争力強化に資するとされている。 

 

創造的課題解決力の養成 

創造的人材は、単に問題を発見するだけでなく、解決策を構築する能力も併せ持つ必要があ

る。特許庁の実践報告によれば、デザイン思考を取り入れた企業では、従業員が積極的に仮

説を立て、プロトタイピングを通じて検証を繰り返す姿勢が浸透している。これが結果とし

て、課題解決力の向上につながる。 

 

スキル開発とキャリア形成への影響 

デザイン思考の導入は、従業員のスキル開発とキャリア形成にも良好な影響を与える。ただ

業務を行う能力が上がるのみならず、変化に対応する柔軟性や新たな価値を創出する力を

養うことができる。ここでは、スキルの多様化とキャリア自律性の向上という二つの観点か

ら考察する。 

 

スキルの多様化と汎用性の向上 

デザイン思考の実践を通じて得られるスキルは、特定の業務に限定されない汎用性を持つ。

観察力、共感力、創造的発想力などのスキルは、業種や職種を問わず広く応用可能である。

中小企業庁が提示する事例では、思考を使った研修によって、従業員が多様な業務に対応で

きる力を身につけたことが示されている。 

 

キャリア自律性の醸成 

自ら課題を発見し解決に導く力は、従業員のキャリア自律性を高める。内閣府のイノベーシ

ョン政策でも、自律的に学び成長し続ける人材がイノベーションの担い手となることが強

く示されている。従業員が自らのキャリアを主体的に設計する姿勢を醸成し、長期的な視点

での成長を促す。 

 

このように、デザイン思考は単なる業務改善手法としてだけでなく、人材育成の面でも大き

な効果を発揮する。次章では、デザイン思考が中小企業においてどのように実践されている



のかを探り、その可能性と課題を考察する。 

 

中小企業におけるデザイン思考の実践可能性 

中小企業は経営資源が限られる一方で、柔軟な意思決定や地域社会との密接なつながりを

活かし強みを見せてきた。しかし、市場環境の変化が激しさを増す中で、新たな価値を作り

出すこと、業務を改善することが求められている。こうした中で注目されるのが、デザイン

思考を使った課題の解決方法である。本章では、まず資源制約下での工夫と適用事例を考察

し、次に地域経済との連携と価値創出の可能性を検討する。 

 

資源制約下での工夫と適用事例 

中小企業は大企業と比較して人員や資金が限られているが、その制約がむしろ創造性を刺

激する場合がある。限られたリソースの中で効果的にデザイン思考を活用するには、現場の

柔軟な発想とスピーディな実行力が求められる。ここでは、資源制約を乗り越える工夫と、

実際の適用事例を通じてその可能性を探る。 

 

小規模だからこその機動力と柔軟性 

中小企業庁の白書でも強調されているように、小規模な組織は意思決定のスピードが早く、

変化に対し柔軟な対応が可能な特徴を持つ。デザイン思考の迅速な試作と検証を繰り返す

プロセスは、こうした中小企業の強みと親和性が高い。経営層と現場の距離が近いため、ア

イデアがすぐに実践に移され、改善サイクルが高速で回る。 

 

具体的な導入事例と成功要因 

中小企業におけるデザイン思考の導入事例としては、地域密着型のサービス開発や顧客体

験の向上を目指した製品改善が挙げられる。例えば、従業員が顧客の声を拾い上げ、それを

もとにサービスを改善した結果、顧客満足度が向上し、地域での信頼性が強化されたケース

が報告されている。現場の裁量を活かしながら試作と改善を重ねることが、成功の要因とな

っている。 

 

地域経済との連携と価値創出 

中小企業がデザイン思考を活用する際には、地域経済との連携を視野に入れることが重要

である。地域社会のニーズを敏感に捉え、共創の場を設けることで、新たな価値創出の機会

が生まれる。ここでは、地域連携による価値創出の意義と具体的な取り組みを検討する。 

 



地域課題の共有と解決策の共創 

経済産業省が推進する地域未来投資促進法では、地域の課題を共有し、地域の中核企業が中

心となって解決策を共創することが重視されている。デザイン思考を取り入れた地域連携

プロジェクトでは、地域住民や行政、地元企業が一体となり課題解決に取り組む姿が見られ

る。地域課題を共有し、多様な主体が共にアイデアを出し合うことが新たな価値の創出につ

ながる。 

 

地域資源を活かした新たなビジネス展開 

地域に根差した中小企業は、地場産品や観光資源などの地域資源を活用した新しいビジネ

スモデルを構築できる可能性がある。中小企業庁の事例集でも、地域資源を活用し、デザイ

ン思考を導入して付加価値の高い製品やサービスを生み出している企業が紹介されている。

地域経済の活性化と企業の成長が両立する好循環が期待される。 

 

このように、中小企業におけるデザイン思考の実践は、内部資源の有効活用と地域社会との

連携によって、大きな可能性を秘めている。次章では、論文のまとめとして「おわりに」に

進み、これまでの考察を総括し、今後の展望を示す。 

 

おわりに 

これまで本論文では、デザイン思考が企業における業務改善や組織文化改革、人材育成にど

のように寄与しうるのかを、多角的に検討してきた。特に現場視点での課題発見と創造的な

解決策の創出という観点から、デザイン思考の有効性を明らかにするとともに、その導入過

程における課題や成功要因についても分析を行った。本章では、これまでの議論を総括し、

その意義を振り返るとともに、今後の課題と展望を示す。 

 

本研究の総括と意義 

本研究を通じて明らかになったのは、デザイン思考が単なる発想法や手法にとどまらず、組

織文化や人材育成を含む企業全体の変革を促す力を持っているという点である。従業員が

主体的に課題を発見し、多様な視点を持ちながら創造的に解決策を模索するプロセスは、組

織の柔軟性と競争力を高める上で欠かせない。また、中小企業においてもデザイン思考は有

効に機能し、資源が限られた環境であっても現場の工夫と地域との連携により新たな価値

を創出できることが確認された。経済産業省や中小企業庁が示す政策の方向性とも合致し、

地域経済の活性化やイノベーション推進の具体的な手段として、デザイン思考は重要な役

割を果たしている。 

 



このように、デザイン思考は現場の声を起点とした業務改善と組織変革の促進、人材の成長

支援、さらには地域社会との共創を通じた新たな価値創出まで、多層的な意義を持つことが

示された。 

 

今後の課題と展望 

今後の展望としては、デザイン思考を一過性の取り組みで終わらせることなく、企業文化と

して定着させることが求められる。形骸化を防ぐためには、経営層が率先して取り組みの価

値を訴え続け、組織内における学びの循環を持続させる必要がある。また、制度設計として

人材育成や評価体系にデザイン思考の考え方を組み込むことも重要である。内閣府や特許

庁が示すように、挑戦と学びを支える制度が整えば、現場の従業員が安心して創造的な取り

組みに挑戦できる環境が整う。 

 

さらに、地域社会との連携を深め、地域課題の解決を通じて企業と地域が共に発展するモデ

ルを構築することが期待される。中小企業庁が指摘する地域資源の活用とデザイン思考の

融合は、今後の地域経済活性化の鍵となる。 

 

以上を踏まえ、デザイン思考は企業変革の有効な手段として今後ますます重要性を増すこ

とが予想される。継続的な学びと挑戦を重ねることで、企業と社会全体の持続的な成長を支

える力となるであろう。 
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